
4	 中南米地域
巨大市場である中南米は、通商戦略上、重要な地域
です。また、民主主義が根付き、鉱物・エネルギー資
源や食料資源の供給地でもあることから、国際社会で
の存在感を着実に高めています。一方で、国内での貧
富の格差が大きく、貧困に苦しむ人が多数残されてい
ることも特徴の一つです。200万人を越える日系人
の存在もあり、日本との人的・歴史的な絆

きずな

は伝統的に
強く、日本は中南米地域と長い間、安定的な友好関係
を維持してきました。

茂木外務大臣（当時）が訪問先のグアテマラでブロロ外務大臣とハリ
ケーン災害復興支援のための無償資金協力に関する書簡を交換する様子
（2021年7月）

 日本の取組
茂木外務大臣（当時）は、2021年に2回（1月お
よび7月）の出張を通じ、歴代外務大臣の中で最多と
なる中南米8か国を訪問し、新型コロナウイルス感染
症対策や防災分野などで今後も協力していくことを表
明しました。また、中米統合機構（S

シ カ

ICA）およびカ
リブ共同体（C

カ リ コ ム

ARICOM）との外相会合では、これ
らの分野に加えて環境・気候変動分野の協力、さらに
SICAとは中米移民支援における協力も進めていく旨
を表明しました。岸田内閣発足後も、11月にはコロ
ンビアの副大統領兼外相およびパラグアイの外相が訪
日し、総理表敬訪問や外相会談などを実施し、12月
にはブラジルと外相電話会談、アルゼンチンと外相テ
レビ会談を実施するなど、日本は中南米地域とのさら
なる関係強化に努めています。

■防災・環境問題への取組
中南米地域は、豊かな自然に恵まれる一方、地震、
津波、ハリケーン、火山噴火などの自然災害に見舞わ

れることが多く、防災の知識・経験を有する日本の支
援が重要です。
日本は、2021年、マグニチュード7.2の地震によ
り被害を受けたハイチに対し、緊急援助物資の供与を
行うとともに、食料、水・衛生分野などの人道支援を
行うため、325万ドルの緊急無償資金協力を実施し
ました。また、2021年にハリケーン被害のあったニ
カラグア、ホンジュラス、グアテマラに対して、災害
復興関連機材の供与を行いました。加えて、火山噴火
被害を受けたセントビンセントに対しては、緊急援助
物資の供与を行うとともに、避難所の改修や食料など
の支援として158万ドルの緊急無償資金協力を実施
しました。さらに、カリブ海の国々や地震が頻発する
メキシコ、エクアドル、ペルー、チリをはじめとする
太平洋に面した国々に対して、日本の防災分野の知見
を活かした支援を行っています。
中米域内においては、コミュニティ・レベルでの防
災知識の共有や災害リスク削減を目指す「中米広域防
災能力向上プロジェクト“BOSAI”」が大きな成果を
上げています（80ページの「案件紹介」も参照）。こ
のほか、カリブ諸国に対して、日本は、自然災害や気
候変動に対する小島

とう

嶼
しょ

開発途上国特有の脆
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性を克
服するための支援として、1人当たりの所得水準とは
異なる観点から支援を行っており、災害に強

きょう

靱
じん

な橋
きょう

梁
りょう

や緊急通信体制の整備、災害対策能力強化に資する
機材の供与などに加え、洪水対策・防砂専門家の派遣
などを行っています。
また、日本は、環境問題に関して、気象現象に関す
る科学技術研究や生物多様性の保全、リモートセンシ
ングを利用したアマゾン熱帯林の保全、廃棄物処理場
の建設など、幅広い協力を行っています。省エネル
ギー化の促進および温室効果ガスの排出削減の分野に
おいても、日本は太陽光発電の導入支援を多くの国で
実施しており、2021年にはドミニカ共和国やパラグ
アイに対し、エネルギー効率化のための円借款を供与
しました（109ページの「国際協力の現場から」も参
照）。

■経済・社会インフラの整備
日本は、中南米地域の経済・社会インフラ整備を進

めるため、都市圏および地方における上下水道インフ
ラの整備を積極的に行っています。また、官民連携で
地上デジタル放送の日本方式（ISDB-T方式）の普及
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に取り組んでおり、2021年12月時点で中南米の14
か国が日本方式を採用しています。日本は、日本方式
を採用した国々に対して、円滑な導入に向けた技術移
転や人材育成を行っています。

■保健・医療および教育分野での取組
保健・医療分野でも、日本は中南米に対して様々な
協力を行っています。同地域は医療体制が弱く、非感
染性疾患、HIV／エイズや結核などの感染性疾患、熱
帯病などが未だ深刻な状態です。また、新型コロナの
感染拡大により、迅速で的確な診断と治療が可能な体
制の確立が求められています（エクアドルにおける
UHC達成に向けた取組について、60ページの「匠の
技術、世界へ」を参照）。
2021年、日本は、新型コロナ対策支援として、グ
アテマラ、ハイチ、ジャマイカ、ニカラグア、パラグ
アイ、ベネズエラ、キューバに対し、コールド・
チェーン   注18  などの整備のための無償資金協力を行
いました。また、ドミニカ共和国およびホンジュラス
に対し、新型コロナ危機対応のための借款を供与した

	  注18  	 2ページの   注1  を参照。

ほか、ニカラグアに対して日本で製造したワクチン約
50万回分を供与しました。さらに、こうした2国間
での支援に加え、米州開発銀行（IDB）の日本信託基
金を通じて、能力強化支援や物資提供なども実施しま
した。
ほかにも、日本は、中南米各国の日系社会に対し
て、日系福利厚生施設への支援や研修員の受入れ、
JICA海外協力隊員の派遣などを継続して実施してい
ます。
今も貧困が残存し、教育予算も十分でない中南米諸
国にとって、教育分野への支援は非常に重要です。日
本は、2021年、数学・算数教育の技術協力を実施し
ています。

■南南協力や地域共同体との協力
ブラジル、メキシコ、チリおよびアルゼンチンの4
か国は、南南協力解説で実績を上げています。日本は、
これらの国とパートナーシップ・プログラムを交わし
ており、たとえば、アルゼンチンと協力し、2021年
においても中南米やアフリカにおいて中小企業支援を
実施しました。チリでは、三角協力を通じて中南米諸
国の防災に資する人材育成を行っており、4,000人
の当初目標を超えて、5,169人の人材育成を達成し
ました（107ページの「案件紹介」を参照）。また、
ブラジルでは、日本の長年にわたる協力の結果、日本
式の地域警察制度が普及しています。その経験を活用
して、現在では三角協力の枠組みで、ブラジル人専門
家が中米諸国に派遣され、地域警察分野のノウハウを
伝えています。
また、日本は、より効果的で効率的な援助を実施す

ニカラグアのハリケーン被災地において日本の支援により給食が配ら
れている様子（写真：WFP）

パルド駐日コロンビア大使の表敬を受ける小田原外務副大臣（2021
年11月）

リチャーズ駐日ジャマイカ大使の表敬を受ける上杉外務大臣政務官
（2021年12月）
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るため、中南米地域に共通した開発課題について、
SICAやCARICOMといった地域共同体とも協力しつ
つ、地域全体に関わる案件の形成を進めています。

■中米移民、ベネズエラ難民・移民支援
中米地域は、貧困や治安の悪さから逃れて米国やメ
キシコへの移住を目指す移民の問題を抱えています。
日本は、移民発生の根本原因である貧困、治安、災害
などの分野における支援を実施しています。また、メ
キシコ、グアテマラ、エルサルバドル、ホンジュラス
に対し、国際移住機関（IOM）や国連世界食糧計画
（WFP）と連携し、移民の自発的帰還の促進や移民流
出防止、帰還移民の社会への再統合のための支援を
行っています。
また、ベネズエラの経済・社会情勢の悪化により、
2021年12月までに約600万人のベネズエラ難民・
移民が主に周辺国に流出し、受入れ地域住民の生活環
境が悪化したり、地域情勢が不安定になる状況が発生
したりしましたが、対応が十分にできていないことが
課題となっています。日本は、ベネズエラ避難民を受

け入れているコロンビアおよびペルーに対し、国連難
民高等弁務官事務所（UNHCR）やIOMを通じて、
脆
ぜい

弱
じゃく

な人々の保護や職業訓練などの社会的統合支援を
行っています。また、悪化するベネズエラ国内の人道
状況を踏まえ、国連児童基金（UNICEF）を通じ、同
国内の子どもおよび妊産婦に対する定期予防接種を支
援する協力を行っています。

ドミニカ共和国で日本の支援によって完成した上水道の通水状況を確
認する様子

©DLE

用 語 解 説

南南協力（三角協力）
より開発の進んだ開発途上国が自国の開発経験、人材、技術、資金、知識などを活用して、ほかの途上国に対して行う協力。自然環境・言語・文
化・経済事情や開発段階などが似ている国々に対して、主に技術協力を行う。また、ドナーや国際機関がこのような途上国間の南南協力を支援する
場合は「三角協力」という。
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チリは、日本と同じ環太平洋火山帯注1に位置し、地震や
津波、火山の噴火など様々な自然災害が多く発生する国で
す。1960年には、観測史上世界最大となるチリ地震の後に、
環太平洋全域に津波が襲

しゅう

来
らい

し、日本でも大きな被害がありま
した。こうした経緯もあり、日本は、1960年代から、災害
に関する観測技術の向上や耐震基準の改定、防災に携わる人
材・組織の育成等を通じて、チリ政府に対し防災分野での協
力を行ってきました。
その中でも、KIZUNAプロジェクトは、日本とチリが培っ

てきた防災分野の技術と知見を中南米地域に普及させるとと
もに、各国の技術や経験を共有して国際的なネットワークを
構築することを目的とした三角協力注2のプロジェクトです。

日本からも
専門家を派
遣し、チリ
政府や大学、
地域社会等
と連携しな
がら、中南
米・カリブ
地域の研究
者や行政官

を対象にした研修
やセミナーを実施
しました。その結
果、地域全体で当
初目標の2,000
名を大きく上回る
5,169名の専門
家・行政官を養成
し、彼らは自国の
防災対策を担う人
材として、域内のネットワーク構築にも大きな成果を上げま
した。
KIZUNAプロジェクトはチリ政府からの評価も高く、日
本の協力がチリの防災体制強化に大きく貢献しただけではな
く、中南米地域への協力に発展したモデルケースです。
2021年からその後継プロジェクトも開始されており、今後、
中南米地域全体の防災対策のさらなる強化につながることが
期待されます。

注1	 太平洋の周囲を取り巻くように並ぶ火山帯のことで、日本列
島を含め火山列島や火山群の総称。

注2	 106ページの用語解説を参照。

中南米防災人材育成拠点化支援プロジェクト 
（KIZUNAプロジェクト）
技術協力プロジェクト（2015年3月～2020年3月）

チリ

研修員が耐震工学研究室を見学している様子
（写真：JICA）

日本の消防関係者の協力を得て実施された救急救
助研修の様子（写真：JICA）
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 日本の開発協力の方針 中南米地域の重点分野

凡例

：日系社会との連携強化

ブラジル

ベネズエラ

ボリビア

アルゼンチン

コロンビア

ペルー

エクアドル

ウルグアイ

チリ

ガイアナ

スリナム

パラグアイ

資源エネルギー産出地域
との協力強化 

小島嶼開発途上国の
特別な脆弱性への配慮
（卒業国支援含む）

中南米支援
・インフラシステム輸出
・防災・災害復旧
・気候変動対策・再生可能エネルギー
・格差是正（保健、教育、人材育成）
・三角協力の推進

カリブ諸国支援
・環境、防災
・気候変動対策・再生可能エネルギー
・水産
・（ハイチ）社会基盤体制の強化

ハイチ
バハマ

メキシコ

グアテマラ

ベリーズ

ホンジュラス

エルサルバドル ニカラグア

コスタリカ

バルバドス
セントクリストファー・ネービス

セントルシア
ドミニカ国

アンティグア・バーブーダ

トリニダード・トバゴパナマ

ドミニカ共和国

ジャマイカ

キューバ

グレナダ
セントビンセント

小島嶼開発途上国の
特別な脆弱性への配慮

（卒業国支援含む）

中米統合の促進も
念頭に置いた広域協力の重視
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国際協力の現場から国際協力の現場から
日本の技術や知見を活かし	日本の技術や知見を活かし	
ボリビアの環境改善に取り組む！ボリビアの環境改善に取り組む！
～JICA帰国研修員が結成したECO-TOMODACHIの活躍～～JICA帰国研修員が結成したECO-TOMODACHIの活躍～

ボリビアでは、標高3,000メートルを超える高地にあるウユ
ニ塩湖などの観光地において、観光客が持ち込んだごみが散乱
していたり、利用可能なトイレが不足するなど、環境や衛生状
況の改善が喫緊の課題となっています。JICAボリビア事務所
は、新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大で停滞した観光
業の活性化を目指し、これらの環境改善に向けた協力を行って
います。具体的には、ラパス県庁とともに観光事業者を対象と
した衛生管理研修を実施するなど、観光資源を守り、持続的に
発展していくための基盤づくりをサポートしています。

こうしたサポートの一環
として、日本でJICAの研修
を受けた6名のボリビア人
が、2 0 1 7年 に「E CO -
TOMODACHI」というグ
ループを結成しました。
ECO-TOMODACHIは、地

方公共団体、民間企業やNPOなどと協力して、ボリビア各地
で廃棄物管理や衛生環境の改善、環境教育の促進など様々な活
動を行っており、持続可能な観光開発も進めています。
JICAの課題別研修で廃棄物管理と有機ごみのコンポスト注1

（堆肥化）を受講した彼らは、日本で習得した技術や知見をボ
リビアで実践し、現地の環境に適した形での実用化と普及に取
り組んでおり、JICAがその活動を支援しています。ECO-
TOMODACHIには、JICA帰国研修員でなくとも加わることが
でき、今やそのネットワークは大きく広がり、廃棄物管理や衛
生環境の改善に関する日本の技術がボリビア各地で活かされて
います。
廃棄物管理とコンポストの普及活動を積極的に進めている

ECO-TOMODACHI結成メンバーの一人であるエンシナス・エ
ドイン氏は、「ボリビアの地方公共団体レベルでの廃棄物処理に
関する法律は2015年にできたばかりで、当初は国内での意識
が低く、住民の協力を得るのも難しい状況でした。それでも
JICAのサポートもあり、地道な活動を進めることで、ごみの処
理と削減に取り組む地方公共団体や住民が増えてきました。」と
語り、次のように続けます。「廃棄物管理とコンポストに関する
日本の技術は、手間と時間はかかりますが、技術としては簡単
で、自然環境への適用性が高いことが特徴です。循環型のコン

ポストに
よって、
ごみを資
源として
野菜がつ
くれるこ
とを知っ
てもらう
のはとて
も嬉しく、
楽しいで
す。」

また、JICAボリビア事務所職員の渡
わた
辺
なべ
磨
ま
理
り
子
こ
氏は、「私たち

は環境改善のための普及活動や技術協力、観光戦略の立案を行
う中で、地域住民との意見交換を通じて、適切なサポート体制
を築けるよう取り組んでいます。環境教育の一環として、日系
企業、地方公共団体、ECO-TOMODACHIが共同で、コンポ
ストの作成方法を学べる携帯アプリも開発しました。今後も各
地域の声に耳を傾けながら、日系企業との連携スキームを進め
ていきたいです。」と、今後の活動について語ってくれました。
このほかにも、ECO-TOMODACHIとJICAの協力を得て、

ボリビア登山・トレッキングガイド協会とアンデス登山救助隊
が、国内外からの登山客の増加に伴う観光ルートのごみ処理や
トイレ状況の改善に取り組んでいます。協会および救助隊は、
登山ガイドや麓

ふもと
の住民への環境教育を通じて、排泄物をコンポ

スト化することで農業に役立てて循環させることを目指してい
ます。観光地化が進む地域の高地住民の意識も高く、「ポスト・
コロナの観光開発を見据えて、積極的に協力してくれます。」と、
ECO-TOMODACHIメンバーとしてJICAとともに観光地の環
境改善に取り組むAVENTURA観光専門学校のサコネタ・ダニ
エル学長も期待を寄せています。
中南米地域のJICA帰国研修員同窓会会長も務めるボリビア

JICA帰国研修員同窓会会長のプリエト・パトリック氏は、「ボリ
ビアには6,000人ものJICA帰国研修員がおり、日本での学びや
経験を各地で共有しています。地方公共団体とともに推進してい
る廃棄物管理や衛生環境の改善に係る取組に続き、観光地におい
ても、その経験を活かして環境改善を進めていきたいと思います。
また、約7万人ものJICA帰国研修員がいる中南米地域へも、将
来的にボリビアのECO-TOMODACHIの経験を共有し、他の国
でもECO-TOMODACHIのような活動が展開されればと思いま
す。」と展望を語ってくれました。JICAとともに、日本の技術を
活用して循環型社会を目指すECO-TOMODACHIの今後の活躍
が大いに期待されています。

注1	 Compost（堆肥）。生ごみや落ち葉、下水汚泥などの有機物を微
生物の働きを活用して発酵・分解し、有用な堆肥をつくること。

5

ウユニ市で観光業に取り組む市民向けのコンポスト研修を実施する帰
国研修員のエンシナス・エドイン氏とコンポストコンサルタント（元
JICA海外協力隊員）の様子（写真：JICA）

ECO-TOMODACHIのロゴマーク
（写真：JICA）

ECO-TOMODACHIの廃棄物処理専門メンバーが集合
し、コンポストの技術を共有する様子（写真：JICA）
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